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１．平成18年11月中間期の業績（平成17年12月１日～平成18年５月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年11月中間期 16,684 (27.9) 4,302 (60.9) 4,045 (67.1)

17年11月中間期 13,047 (29.8) 2,674 (61.4) 2,420 (73.2)

17年11月期 16,828 3,323 2,773

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年11月中間期 2,141 (67.7) 5,921 33

17年11月中間期 1,276 (77.2) 3,801 64

17年11月期 1,495 4,378 97

（注）①期中平均株式数 18年11月中間期 361,613株 17年11月中間期 335,800株 17年11月期 339,117株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年11月中間期 45,371 14,537 32.0 38,578 86

17年11月中間期 33,440 7,894 23.6 23,510 44

17年11月期 38,335 8,197 21.4 23,739 56

（注）①期末発行済株式数 18年11月中間期  376,818株 17年11月中間期 335,800株 17年11月期 344,858株

②期末自己株式数 18年11月中間期 －株 17年11月中間期 －株 17年11月期 －株

２．平成18年11月期の業績予想（平成17年12月１日～平成18年11月30日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 24,440    4,570  2,414  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　6,406円28銭

３．配当状況  

 現金配当 １株当たり配当金（円）

 中間期末 期末 年間

17年11月期 －　　　 450.00 450.00

18年11月期（実績） －　　　 　－　　
1,300.00

18年11月期（予想） －　　　 1,300.00

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

－ 1 －



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

 
 

前中間会計期間末
（平成17年５月31日）

当中間会計期間末
（平成18年５月31日）

対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金 ※２ 2,040,312   7,365,805    2,200,620   

２．売掛金  17,053   59,071    42,192   

３．有価証券  10,000   10,000    10,000   

４．販売用不動産 ※２ 7,659,651   11,289,154    12,607,137   

５．仕掛販売用不動
産

※２ 11,708,724   17,269,505    13,977,877   

６．貯蔵品  650   706    593   

７．その他 ※２ 213,608   1,996,504    1,923,569   

貸倒引当金  △1,378   △5,048    △4,895   

流動資産合計   21,648,623 64.7  37,985,700 83.7 16,337,077  30,757,096 80.2

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産
※
1,2

          

(1）建物  2,122,802   1,612,665    1,642,592   

(2）構築物  1,442   753    800   

(3）車両運搬具  213   －    －   

(4）工具器具備品  28,002   34,394    32,528   

(5）土地  5,011,998   4,354,089    4,354,089   

有形固定資産合
計

 7,164,459  21.4 6,001,902  13.2 △1,162,556  6,030,010 15.7

２．無形固定資産  19,357  0.1 32,938  0.1 13,581 30,952  0.1

３．投資その他の資
産

           

（1）投資有価
 証券

 4,065,569   488,749    720,807   

（2）その他  533,936   860,268    791,466   

貸倒引当金  △1,524   △1,518    △1,521   

投資その他の資
産合計

 4,597,980  13.8 1,347,498  3.0 △3,250,481 1,510,752  4.0

固定資産合計   11,781,797 35.3  7,382,340 16.3 △4,399,457  7,571,715 19.8

Ⅲ　繰延資産   9,772 0.0  3,257 0.0 △6,514  6,514 0.0

資産合計   33,440,193 100.0  45,371,298 100.0 11,931,105  38,335,326 100.0

            

－ 2 －



 
 

前中間会計期間末
（平成17年５月31日）

当中間会計期間末
（平成18年５月31日）

対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．支払手形  450,450   210,168    －   

２．買掛金  396,086   641,253    272,872   

３．短期借入金 ※２ 3,077,000   1,199,170    4,370,000   

４．１年以内償還予
定社債

 24,000   194,000    194,000   

５．１年以内返済予
定長期借入金

※２ 6,596,748   7,357,278    7,971,242   

６．前受金  150,880   754,872    383,342   

７．賞与引当金  5,816   9,020    9,783   

８．その他 ※３ 1,494,360   2,494,705    1,299,823   

流動負債合計   12,195,342 36.5  12,860,468 28.4 665,125  14,501,063 37.8

Ⅱ　固定負債            

１．社債  504,000   310,000    322,000   

２．長期借入金 ※２ 11,832,445   16,520,497    14,010,021   

３．預り敷金保証金  850,088   949,780    1,129,831   

４．退職給付引当金  20,283   20,647    23,147   

５．役員退職慰労引
当金

 143,229   172,696    151,705   

固定負債合計   13,350,045 39.9  17,973,620 39.6 4,623,575  15,636,704 40.8

負債合計   25,545,388 76.4  30,834,089 68.0 5,288,701  30,137,768 78.6

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   1,927,600 5.8  － － －  1,966,096 5.1

Ⅱ　資本剰余金            

　１．資本準備金  2,011,075   －   － 2,049,572   

　　　資本剰余金合計   2,011,075 6.0  － － －  2,049,572 5.4

Ⅲ　利益剰余金            

　１．利益準備金  7,250   －    7,250   

　２．任意積立金  15,000   －    15,000   

　３．中間（当期）未
処分利益

 3,932,682   －    4,151,856   

　　　利益剰余金合計   3,954,932 11.8  － － －  4,174,106 10.9

Ⅳ　その他有価証券評
価差額金

  1,197 0.0  － － －  7,783 0.0

資本合計   7,894,805 23.6  － － －  8,197,558 21.4

負債資本合計   33,440,193 100.0  － － －  38,335,326 100.0

            

－ 3 －



 
 

前中間会計期間末
（平成17年５月31日）

当中間会計期間末
（平成18年５月31日）

対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ　株主資本            

　１．資本金   － －  4,147,926 9.1 －  － －

　２．資本剰余金            

(1）資本準備金  －   4,231,402    －   

　　　資本剰余金合計   － －  4,231,402 9.3 －  － －

　３．利益剰余金            

(1）利益準備金  －   7,250    －   

(2）その他利益剰
余金

           

　　別途積立金  －   15,000    －   

　　繰越利益剰余
金

 －   6,127,119    －   

　　　利益剰余金合計   － －  6,149,369 13.6 －  － －

　　　株主資本合計   － －  14,528,697 32.0 －  － －

Ⅱ　評価・換算差額等            

１．その他有価証券
評価差額金

  － －  8,511 0.0 －  － －

　　　評価・換算差額
等合計

  － －  8,511 0.0 －  － －

　　　純資産合計   － －  14,537,209 32.0 －  － －

　　　負債純資産合計   － －  45,371,298 100.0 －  － －

            

－ 4 －



(2）中間損益計算書

 
 

前中間会計期間
（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高            

１．流動化事業売
上高

 8,807,707   11,834,042    10,400,422   

２．開発事業売上
高

 3,333,424   3,295,276    4,466,993   

３．賃貸事業売上
高

 773,701   770,401    1,611,728   

４．ファンド事業
売上高

 132,585   784,280    349,138   

売上高合計   13,047,418 100.0  16,684,001 100.0 3,636,582  16,828,283 100.0

Ⅱ　売上原価            

１．流動化事業原
価

 6,756,162   8,714,717    7,995,735   

２．開発事業原価  2,827,935   2,597,111    3,775,923   

３．賃貸事業原価  284,487   324,442    609,149   

４．ファンド事業
原価

 1,273   1,036    1,650   

売上原価合計   9,869,859 75.6  11,637,307 69.7 1,767,448  12,382,459 73.6

売上総利益   3,177,559 24.4  5,046,693 30.3 1,869,134  4,445,823 26.4

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

※１  503,461 3.9  744,234 4.5 240,773  1,122,319 6.7

営業利益   2,674,098 20.5  4,302,458 25.8 1,628,360  3,323,504 19.7

Ⅳ　営業外収益            

１．受取利息  672   1,682    3,145   

２．受取配当金  156   160    557   

３．仕入割引  1,865   －    1,865   

４．固定資産税還
付金

 5,368   －    8,892   

５．解約手付金  －   55,000    7,300   

６．雑収入  1,405   4,729    3,256   

営業外収益合計   9,467 0.1  61,572 0.4 52,104  25,018 0.2

－ 5 －



 
 

前中間会計期間
（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用            

１．支払利息  239,868   244,014    513,496   

２．社債利息  2,809   2,657    5,572   

３．新株発行費  －   32,984    925   

４．社債発行費償
却

 3,257   3,257    6,514   

５．解約違約金  16,868   －    16,868   

６．支払手数料  －   35,728    －   

７．雑損失  281   151    31,791   

営業外費用合計   263,085 2.0  318,794 1.9 55,709  575,169 3.4

経常利益   2,420,480 18.6  4,045,237 24.3 1,624,756  2,773,353 16.5

Ⅵ　特別利益            

１．会員権売却益  －   －    2,752   

２．保険解約返戻
金

 －   －    9,917   

特別利益合計   － －  － － －  12,669 0.1

Ⅶ　特別損失            

１．固定資産売却
損

※３ －   －    36   

２．固定資産除却
損

※４ －   －    162   

特別損失合計   － －  － － －  199 0.0

税引前中間
（当期）純利
益

  2,420,480 18.6  4,045,237 24.3 1,624,756  2,785,823 16.6

法人税、住民
税及び事業税

 1,200,031   2,004,945    1,331,940   

法人税等調整
額

 △56,140 1,143,890 8.8 △100,938 1,904,007 11.5 760,117 △41,881 1,290,058 7.7

中間（当期）
純利益

  1,276,590 9.8  2,141,229 12.8 864,638  1,495,764 8.9

前期繰越利益   2,656,091   －  －  2,656,091  

中間（当期）
未処分利益

  3,932,682   －  －  4,151,856  

            

－ 6 －



(3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成17年12月１日　至平成18年５月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成17年11月30日　残高

　　　　　　　　　（千円）
1,966,096 2,049,572 2,049,572 7,250 15,000 4,151,856 4,174,106 8,189,774

中間会計期間中の変動額

新株の発行 2,181,830 2,181,830 2,181,830     4,363,660

剰余金の配当      △155,186 △155,186 △155,186

利益処分による役員賞与      △10,780 △10,780 △10,780

中間純利益      2,141,229 2,141,229 2,141,229

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
        

中間会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　（千円）
2,181,830 2,181,830 2,181,830 － － 1,975,263 1,975,263 6,338,923

平成18年５月31日　残高

　　　　　　　　　（千円）
4,147,926 4,231,402 4,231,402 7,250 15,000 6,127,119 6,149,369 14,528,697

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成17年11月30日　残高

　　　　　　　　　（千円）
7,783 7,783 8,197,558

中間会計期間中の変動額

新株の発行   4,363,660

剰余金の配当   △155,186

利益処分による役員賞与   △10,780

中間純利益   2,141,229

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
727 727 727

中間会計期間中の変動額合計

　　　　　　　　　（千円）
727 727 6,339,650

平成18年５月31日　残高

　　　　　　　　　（千円）
8,511 8,511 14,537,209

－ 7 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

前事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式

同左

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

 ①　時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

①　時価のあるもの

同左

①　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

 ②　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

②　時価のないもの

同左

 （2）デリバティブ

時価法

（2）デリバティブ

同左

（2）デリバティブ

同左

 (3）たな卸資産

①　販売用不動産、仕掛販売用不

動産

個別法による原価法

(3）たな卸資産

①　販売用不動産、仕掛販売用不

動産

同左

(3）たな卸資産

①　販売用不動産、仕掛販売用不

動産

同左

 ②　貯蔵品

最終仕入原価法

②　貯蔵品

同左

②　貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

(1）有形固定資産

 　　定率法

(1）有形固定資産

同左

 　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

 

 

 主な耐用年数

建物　　　　　　15～50年

構築物　　　　　10～20年

車両運搬具　　　５～６年

工具器具備品　　３～15年

主な耐用年数

建物　　　　　　15～50年

構築物　　　　　10～20年

工具器具備品　　３～15年

 

 

 

 (2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

は、社内における見積利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し回収不能見込額を計

上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額の

当中間期負担額を計上しておりま

す。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額の当期負担額を計上しており

ます。
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

前事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

 　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務見込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると認め

られる額を計上しております。

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。

（会計方針の変更）

　当中間会計期間より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第３号　平

成17年３月16日）及び「「退

職給付に係る会計基準」の一部

改正に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第７号　平成

17年３月16日）を適用しており

ます。これによる損益に与える

影響はありません。 

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務見込額に基づき、当事業年度末

における退職給付債務見込額に基

づき計上しております。

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金

 　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、当事業年度末における役

員退任慰労金規程に基づく中間期

末要支給額を計上しております。

同左 　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、当事業年度末における役

員退任慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．ヘッジ会計の方法 (1)　ヘッジ会計の方法 (1)　ヘッジ会計の方法 (1)　ヘッジ会計の方法

 　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。また、金利スワップについ

て特例処理の要件を充たすもの

については、特例処理によって

おります。

同左 同左

 (2)　ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)　ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

同左 同左

 (3)　ヘッジ方針 (3)　ヘッジ方針 (3)　ヘッジ方針

 　金利リスクの低減並びに金融

収支改善のため、対象債務の範

囲内でヘッジを行っております。

同左 同左

 (4)　ヘッジの有効性評価の方法 (4)　ヘッジの有効性評価の方法 (4)　ヘッジの有効性評価の方法

 　特例処理の要件を充たしてい

るため、有効性の評価を省略し

ております。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

前事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

(1)　消費税等の会計処理 (1)　消費税等の会計処理 (1)　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　ただし、控除対象外消費税等の

うち、固定資産等に係るものは長

期前払費用として計上（５年償

却）し、それ以外は発生年度の期

間費用としております。

同左 同左

(2)　匿名組合出資の会計処理

　当社は匿名組合出資を行ってお

ります。匿名組合の財産の持分相

当額を「投資有価証券」として計

上しております。匿名組合出資時

に「投資有価証券」を計上し、匿

名組合の営業により獲得した損益

の持分相当額については、「営業

損益」に計上するとともに同額を

「投資有価証券」に加減し、営業

者からの出資金（営業により獲得

した損益の持分相当額を含む）の

払い戻しについては、「投資有価

証券」を減額させております。 

(2)　匿名組合出資の会計処理

　投資事業有限責任組合及びこれ

に類する組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、匿

名組合の財産の持分相当額を「投

資有価証券」として計上しており

ます。匿名組合への出資時に「投

資有価証券」を計上し、匿名組合

の営業により獲得した損益の持分

相当額については、「営業損益」

へ計上するとともに同額を「投資

有価証券」に加減し、営業者から

の出資金（営業により獲得した損

益の持分相当額を含む）の払い戻

しについては、「投資有価証券」

を減額させております。 

(2)　匿名組合出資の会計処理

　投資事業有限責任組合及びこれ

に類する組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）については、匿

名組合の財産の持分相当額を「投

資有価証券」として計上しており

ます。匿名組合への出資時に「投

資有価証券」を計上し、匿名組合

の営業により獲得した損益の持分

相当額については、事業目的の匿

名組合出資に係る損益は「営業損

益」へ計上し、事業目的以外の匿

名組合出資に係る損益は「営業外

損益」に計上するとともに同額を

「投資有価証券」に加減し、営業

者からの出資金（営業により獲得

した損益の持分相当額を含む）の

払い戻しについては、「投資有価

証券」を減額させております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

前事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成

14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）を適用しておりま

す。

　これによる損益に与える影響はありません。

──────

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は

14,537,209千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

──────

────── （役員賞与に関する会計基準）

　当中間会計期間より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月

29日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

──────
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表示方法の変更

前中間会計期間

（自　平成16年12月１日

至　平成17年５月31日）

当中間会計期間

（自　平成17年12月１日

至　平成18年５月31日）

 （1）中間貸借対照表

（イ）「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97

号）により、証券取引法第２条第２項において、投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合への出資を有価証券とみなすこととされたこ

とに伴い、前事業年度まで投資その他の資産の「その他」に含めてい

たみなし有価証券を当中間会計期間より「投資有価証券」に計上して

おります。

　前中間会計期間及び前事業年度末の要約貸借対照表の投資その他の

資産の「その他」に含めて表示しております当該金額は、次のとおり

であります。　

前中間会計期間 187,162千円

前事業年度末の要約貸

借対照表 
428,156千円

（ロ）前中間会計期間において、固定資産の「投資その他の資産」に

含めて表示しておりました「投資有価証券」は、資産総額の100分の

５超となったため、当中間会計期間より区分掲記しております。なお、

前中間会計期間における「投資有価証券」の金額は17,910千円であり

ます。 

 （1）　　　　　　　　　──────

 （2）中間損益計算書

前事業年度まで売上高の内訳科目は、「流動化売上高」、「開発分

譲売上高」、「賃貸売上高」により区分表示しておりましたが、当中

間会計期間より事業活動をより明確に表示するため、「流動化売上

高」に含まれていた「投資用新築賃貸マンション売上」を「開発事業

売上高」と改めたうえ事業の性質が類似する「開発分譲事業」と併せ、

「開発事業売上高」として区分することに致しました。また、「流動

化売上高」に含まれていた「フィー収入」を「ファンド事業売上高」

として区分することに致しました。これに伴い、対応する営業原価の

内訳科目についても「流動化事業原価」、「開発事業原価」、「賃貸

事業原価」、「ファンド事業原価」に変更いたしました。

　なお、変更後の方法に基づき前事業年度及び前中間会計期間の売上

高及び売上原価を示すと次のとおりとなります。 

 （2）　　　　　　　　　──────

区分
前中間会計期間

（千円）

前事業年度

（千円）

Ⅰ　売上高   

１．流動化事業売上高 6,044,390 8,631,060

２．開発事業売上高 3,232,272 4,209,934

３．賃貸事業売上高 677,621 1,501,395

４．ファンド事業売上高 98,231 171,731

売上合計 10,052,516 14,514,122

Ⅱ　売上原価   

１．流動化事業原価 4,672,474 7,111,923

２．開発事業原価 3,020,085 3,854,689

３．賃貸事業原価 297,080 623,557

４．ファンド事業原価 198 6,655

原価合計 7,989,838 11,596,825
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追加情報

前中間会計期間

（自　平成16年12月１日

至　平成17年５月31日）

当中間会計期間

（自　平成17年12月１日

至　平成18年５月31日）

前事業年度

（自　平成16年12月１日

至　平成17年11月30日）

（1）　　　　　────── （1）　　　　　────── （1）固定資産

　従来、販売用不動産として保有していた賃

貸物件（建物：319,584千円、土地：749,529

千円）については、事業方針の変更に伴い固

定資産へ振り替えております。

（2）　　　　　────── （2）　　　　　────── （2）販売用不動産

　従来、固定資産として保有していた賃貸物

件（建物：853,287千円、土地：1,407,438千

円）については、事業方針の変更に伴い販売

用不動産へ振り替えております。

（3）外形標準課税

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取り扱い」（平成16

年２月13日　企業会計基準委員会　実務対応

報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値

割及び資本割10,652千円を販売費及び一般管

理費として処理しております。

（3）　　　　　────── （3）外形標準課税

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取り扱い」（平成16年２

月13日　企業会計基準委員会　実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割27,059千円を販売費及び一般管理費

として処理しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年５月31日）

当中間会計期間末
（平成18年５月31日）

前事業年度末
（平成17年11月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

637,108千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

685,104千円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

648,163千円であります。

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務

(1）担保に供している資産は次のとおり

であります。

(1）担保に供している資産は次のとおり

であります。

(1）担保に供している資産は次のとおり

であります。

販売用不動産 7,096,357千円

仕掛販売用不動産 10,875,917 

建物 1,793,219 

土地 4,446,291 

計 24,211,786 

現金及び預金 170,000千円

販売用不動産 8,903,652 

仕掛販売用不動産 14,895,859 

その他 900,000 

建物 1,294,940 

土地 3,467,442 

計 29,631,895 

現金及び預金 170,000千円

販売用不動産 11,486,846 

仕掛販売用不動産 13,235,754 

前渡金 900,000 

建物 1,315,926 

土地 3,467,442 

計 30,575,970 

(2）担保付債務は次のとおりであります。 (2）担保付債務は次のとおりであります。 (2）担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 3,077,000千円

１年以内返済予定

長期借入金
6,488,748

 

長期借入金 11,346,445 

計 20,912,193 

短期借入金 1,199,170千円

１年以内返済予定

長期借入金
7,357,278

 

長期借入金 16,520,497 

計 25,076,945 

短期借入金 4,370,000千円

１年以内返済予定

長期借入金
7,863,242

 

長期借入金 13,578,021 

計 25,811,263 

※３．消費税等の取扱い ※３．消費税等の取扱い ※３．　　　　──────

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺して流動負債「その他」に含めて表示

しております。

同左

４．偶発債務 ４．偶発債務 ４．偶発債務

　下記の当社販売物件購入者について、

㈱アルカからの借入れに対し債務保証を

行っております。

　下記の当社販売物件購入者について、

㈱アルカからの借入れに対し債務保証を

行っております。

　下記の当社販売物件購入者について、

㈱アルカからの借入れに対し債務保証を

行っております。

個人　　　　　　　　　　13,528千円 個人６名　　　　　　　　13,009千円

　下記の会社の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行ってお

ります。

個人６名　　　　　　　　13,266千円

　下記の会社の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行ってお

ります。

  ㈲イカロス・キャピタル　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　　   1,100,000千円

トーセイリバイバルインベストメント㈱

　　　　　　　　　   　530,000千円

 ㈲イカロス・キャピタル　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　　   1,100,000千円

５．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と貸出コミットメント契約

を締結しております。これらの契約に基づ

く当中間期末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

貸出コミットメントの

総額
1,000,000千円

借入実行残高 －  

　差引額 1,000,000  

５．　　　　────── ５．　　　　──────

当中間期中の発行済株式数の増減

 発行年月日 発行形態 発行株式数 (株) 発行価格 (円) 資本組入額 (円)

 当事業年度 平成17年12月31日 新株予約権行使 500 8,500 4,250

 平成18年１月31日 新株予約権行使 1,200 8,500 4,250

 平成18年２月27日 有償一般募集 30,000 144,900 72,450

 平成18年４月30日 新株予約権行使 260 8,500 4,250
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

前事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費 35,445千円

貸倒引当金繰入額  2,218

役員報酬  52,155

給与手当 157,412

賞与引当金繰入額  5,816

退職給付費用  4,193

役員退職慰労引当金

繰入額
 15,043

法定福利費  25,221

福利厚生費  2,112

租税公課  56,988

地代家賃  570

減価償却費  7,223

支払報酬  12,771

支払手数料 38,402

広告宣伝費 22,552千円

貸倒引当金繰入額  1,214

役員報酬 61,289

給与手当 222,038

賞与引当金繰入額 9,020

退職給付費用 6,298

役員退職慰労引当金

繰入額
22,341

法定福利費 35,929

福利厚生費 2,025

採用費 49,370

租税公課 92,194

地代家賃 150

減価償却費 17,645

支払報酬 14,793

支払手数料 86,269

広告宣伝費 64,321千円

貸倒引当金繰入額 　5,731

役員報酬 107,940

給与手当  380,884

賞与引当金繰入額  9,783

退職給付費用  8,407

役員退職慰労引当金

繰入額
 23,519

法定福利費  58,795

福利厚生費  15,429

租税公課  121,194

地代家賃  720

減価償却費  24,001

支払報酬  26,640

支払手数料  87,084

２．減価償却実施額 ２．減価償却実施額 ２．減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　37,834千円 有形固定資産　　　　　　37,056千円 有形固定資産　　　　　　82,337千円

無形固定資産　　　　　 　　771千円 無形固定資産　　　　　 　3,531千円 無形固定資産 　　　　　　2,651千円

※３．　　　　──────

 

  

※４．　　　　──────

 

 

 

※３．　　　　──────

 

 

※４．　　　　──────

 

 

 

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

車両運搬具 36千円

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

工具器具備品 162千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

 該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

前事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 14,180 2,351 11,829

工具器具備品 21,606 2,936 18,670

無形固定資産
(ソフトウェア)

10,038 3,178 6,859

合計 45,825 8,466 37,358

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 14,180 5,878 8,302

工具器具備品 24,780 8,315 16,464

無形固定資産
(ソフトウェア)

10,038 5,186 4,852

合計 48,999 19,379 29,619

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

車両運搬具 14,180 4,114 10,065

工具器具備品 24,780 5,837 18,942

無形固定資産
(ソフトウェア)

10,038 4,182 5,855

合計 48,999 14,134 34,864

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

同左 　（注）　取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等

　　未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 9,855千円

１年超 27,503千円

合計 37,358千円

１年内 10,490千円

１年超 19,128千円

合計 29,619千円

１年内 9,916千円

１年超 24,948千円

合計 34,864千円

　（注）　未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

同左 　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 4,353千円

減価償却費相当額 4,353千円

支払リース料 5,245千円

減価償却費相当額 5,245千円

支払リース料 9,916千円

減価償却費相当額 9,916千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

同左 同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありま

せん。

（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

－ 16 －



（１株当たり情報）

前中間会計期間

（自　平成16年12月１日

至　平成17年５月31日）

当中間会計期間

（自　平成17年12月１日

至　平成18年５月31日）

前事業年度

（自　平成16年12月１日

至　平成17年11月30日）

１株当たり純資産額 23,510円44銭

１株当たり中間純利益金

額
3,801円64銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額
3,694円25銭

１株当たり純資産額 38,578円86銭

１株当たり中間純利益金

額
5,921円33銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額
5,910円28銭

１株当たり純資産額 23,739円56銭

１株当たり当期純利益金

額
4,378円97銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
4,291円79銭

　当社は、平成16年７月20日付で１株につき

２株、また平成16年11月19日付で１株につき

５株の株式分割を行っております。

　なお、当該分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前中間会計期間における１株当た

り情報については、以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 12,931.54円

１株当たり中間純利益 2,960.21円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額
2,493.92円

 

 

 

──────

 

 

 

──────

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

前事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 1,276,590 2,141,229 1,495,764

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 10,780

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (10,780)

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
1,276,590 2,141,229 1,484,984

期中平均株式数（株） 335,800 361,613 339,117

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） 9,761 676 6,889

（うち新株予約権） (9,761) (676) (6,889)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

―――――― 平成18年２月24日定時株主

総会決議によるストックオプ

ション（新株予約権）

　普通株式　4,150株

 ――――――
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成16年12月１日
至　平成17年５月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年12月１日
至　平成18年５月31日）

前事業年度
（自　平成16年12月１日
至　平成17年11月30日）

１．　　　　　――――――

  

 

 

 

 

 

 

２．　　　　　――――――

１．　　　　　――――――

 

  

 

 

 

 

 

２．　　　　　――――――

１．ストックオプションの付与について

　　当社は、平成18年２月24日開催の定時株

主総会において、商法280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づき、当社の取締役、従業員

及び当社子会社の取締役に対し、ストックオ

プションとして新株予約権を発行する決議を

いたしました。

 

２．海外における募集による増資に関する事

項

　　平成18年２月９日及び平成18年２月10日

開催の取締役会において、以下のとおり新株

式の発行を決議し、平成18年２月27日付で発

行済株式総数及び資本金の額は次のとおり増

加しております。

発行株式数  普通株式  30,000株

募集の方法  有償による海外における募集に

よる増資

発行価額  １株につき  144,900円

発行価格の

総額

  4,347,000千円

引受価額  １株につき  144,900円

払込金額の

総額

  4,347,000千円

資本組入額  １株につき  72,450円

資本組入額

の総額

  2,173,500千円

払込期日   平成18年２月27日

配当起算日   平成17年12月１日

資金の使途  不動産流動化事業及び不動産開

発事業の新規物件取得資金等の

運転資金に充当する予定であり

ます。

増資後の発行済株式総数及び資本金

発行済株式

総数

  376,558株

資本金   4,146,821千円
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